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３．11 雲仙断層群（南東部）の調査 

 

(1) 業務の内容 

 

(a) 業務題目 雲仙断層群（南東部）の調査 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 主任研究員 丸山 正 

 

(c) 業務の目的 

 雲仙断層群（南東部）（以下、雲仙断層群南東部とする）の平均変位速度については、既

往の調査成果からは評価に採用できるほどの信頼度があるとは言えないため、長期評価では

参考として記述するに留められている。本業務では、雲仙断層群南東部を構成する複数の断

層のうち支配的とされている布津沖の断層を対象として、既往音波探査記録の再処理、海上

ボーリング調査によるコア試料採取、コア試料の解析及び年代測定などを実施し、それらに

基づいて信頼度の高い平均変位速度を解明することを目的とする。 

 

(d) 年度毎の実施業務の要約 

1) 令和元年度： 

 雲仙断層群南東部の平均変位速度を明らかにすることを目的として、対象地域の

既往音波探査記録の再処理を行い、海上ボーリング調査の適地を選定した。海上ボー

リング調査は、雲仙断層群南東部を構成する断層のうち支配的な断層をまたいで１

箇所ずつ（40 m×１孔、35 m×１孔）の計２箇所で実施した。また、海上ボーリング

調査で取得した堆積物コアから貝殻片試料及び腐植質堆積物試料を採取し、放射性

炭素（14C）年代測定を実施した。これらの結果に基づいて、地層の形成年代を予察的

に検討した。 

2) 令和２年度： 

 令和元年度に布津沖の断層の両側で実施した海上ボーリングで採取した堆積物コ

ア試料について、肉眼観察による岩相解析及び CT スキャン画像を併用した断層近傍

の堆積相の検討に基づき層序の推定及び地質柱状図の作成を行った。また、令和元年

度に実施した 14C 年代測定結果を用いて堆積速度を検討した。さらに、既存の音波探

査記録に基づいて、音響層序を検討した。以上の結果に基づいて、断層を横断する予

察的な地質断面図を作成した。 

3) 令和３年度： 

 令和元年度に海上ボーリングで採取した堆積物コア試料の解析及び年代測定を行

い、平均変位速度及び活動履歴を検討する。調査観測のまとめを行う。 

 

(2) 令和２年度の成果 

(a) 業務の要約 
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 雲仙断層群南東部を構成する複数の断層のうち、累積変位量や最近の活動性の点で支配

的な布津沖の断層の活動性を明らかにすることを目的として、令和元年度に断層の北側（相

対的低下側）で１箇所（掘削深度 40 m）、南側（相対的隆起側）で１箇所（掘削深度 35 m）

の計２箇所で実施した海上ボーリングで採取した堆積物コア試料について、肉眼観察によ

る岩相解析、CT スキャン解析に基づく断層近傍の堆積相及び層序の検討を行い、地質柱状

図を作成した。また、令和元年度に実施した 14C 年代測定結果を用いて堆積速度を検討し

た。さらに、既存の音波探査記録の再解析イメージに基づいて、音響層序を検討した。以

上の結果に基づいて、断層を横断する予察的な地質構造図（地質断面図）を作成した。 

 

(b) 業務の成果 

1） はじめに 

 雲仙断層群は、橘湾から島原半島を経て島原湾にかけて分布する断層群である。本断層

群は、ほぼ東西に延びる多数の断層から構成されるが、地震調査研究推進本部地震調査委

員会（2006）は、断層の分布や走向、変位の向きから、雲仙断層群北部、雲仙断層群南東

部及び雲仙断層群南西部の３つに区分している。 

 調査対象とする雲仙断層群南東部は、長崎県雲仙市小浜
お ば ま

町から同県南島原市布津東方沖

に至る断層群である。雲仙断層群南東部は赤松谷断層、深江断層、鴛鴦
おしどり

ノ池断層、布津
ふ つ

断

層、高岩山断層、柳原断層、布津沖の断層などから構成され、全長約 23 km、大局的には

N80˚W 方向に延び、相対的に南側が隆起する正断層である（図１）。 

 

 

図１ 雲仙断層群の分布（地震調査研究推進本部地震調査委員会，2006）  
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 雲仙断層群南東部の平均変位速度については、これまでに長崎県（2003，2004，2005）

や松岡・他（2005）などにより地形・地質調査に基づき平均変位速度の算出が試みられて

きた。しかしながら、これらの調査・研究により報告された平均変位速度について、地震

調査研究推進本部地震調査委員会（2006）は、「溶岩や火砕流堆積物等の分布を変位基準と

しているが、形成時の起伏が不明であることや沈降側が浸食されている可能性があること

から、評価に採用できるほどの信頼度があるとは言えないため、参考として記述するに留

める」と評価している。 

 その後、文部科学省委託「沿岸海域における活断層調査」の一環として雲仙断層群の海

域において実施された構造探査によって、雲仙断層群南東部の支配的な断層が明らかにさ

れた（産業技術総合研究所・千葉大学理学部・東海大学海洋学部・地域地盤環境研究所，

2010）。この断層を調査対象とし、探査記録断面に年代軸を入れることによって、本断層群

の上下変位速度及び活動履歴を高い精度で検討可能になることが見込まれた。しかしなが

ら、過去に実施された採泥調査では、断層変位を確認できる反射面まで到達できなかった。 

 そこで、従来の海底活断層調査における採泥調査では採取不可能であった深度までの堆

積物コア試料を採取するため、令和元年度には、断層の北側（相対的低下側）で１箇所（GS-

UTO-1、掘削深度 40 m）、南側（相対的隆起側）で１箇所（GS-UTO-2、掘削深度 35 m）の計

２箇所で海上ボーリング調査を実施した（図２）。その結果、陸上のボーリング調査と遜色

のない採取率でコアが採取された（図３，４）。その際、ボーリング調査地点選定のため、

対象地域の既往成果を整理した上で既存の音波探査記録を再処理した詳細な断面の解釈に

基づくサイトサーベイを実施した（図５）。また、探査記録の再処理及び海上ボーリング調

査で取得した年代試料の予察的な観察に基づく予察的な柱状図の作成及びコアから採取し

た試料の加速器質量分析（AMS）法による 14C 年代測定を行なった。 

 令和２年度には、令和元年度に取得した堆積物コア試料の堆積相と上述の再処理した既

存音波探査記録における音響層序との関係を検討し、断層による地層の上下変位量とその

年代を明らかにするため、コア試料の解析を実施した。 
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図２ 調査対象海域及び調査対象断層 

音波探査測線 S5 上において令和元年度に実施した海上ボーリング調査地点を黄色丸で示

す（断層の北側（相対的低下側：GS-UTO-1：掘削深度 40 m）、南側（相対的隆起側：GS-

UTO-2：掘削深度 35 m））。 

  

断層を横断する測線（S5）上における 2 地
点で海上ボーリング調査を実施（R1 年度） 

布津沖の断層 
雲仙断層群（南東部）の主断層 

GS-UTO-1 

GS-UTO-2 
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図３ GS-UTO-1 コアのコア写真（深度０〜36 m） 

 

図４ GS-UTO-2 コアのコア写真（深度０〜35 m） 
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図５ 測線 S5 の再解析断面から認定される断層と令和元年度に実施した海上ボーリン

グ掘削地点（GS-UTO-1，GS-UTO-2） 

探査記録は、産業技術総合研究所・千葉大学理学部・東海大学海洋学部・地域地盤環

境研究所（2010）によるブーマーを音源としたマルチチャンネル音波探査記録を令和

元年度に再処理したもの。深度変換の際、海水中および堆積物中の弾性波伝播速度を

1,500 m/s と仮定。 

 

 

 

北 南 
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2）堆積物コアの解析 

 令和元年度に海上ボーリング調査で採取した堆積物コアの堆積相と音波探査記録におけ

る音響層序との関係を検討するため、令和２年度には、以下の解析を行なった。i）肉眼観

察と CT スキャン画像の判読を併用した堆積相の観察。ii）令和元年度に実施した 14C 年代

測定値について最新の暦年較正データに基づく年代較正とそれらを用いた堆積速度の検討。

また、これらの結果に基づいて、地質柱状図の作成及び年代・層序の推定を行い、堆積物

コアの堆積相と音波探査記録における音響層序との関係を検討した（図６）。 

 
 

図６ 令和２年度に実施したコア解析の内容 

 

3）結果 

i）堆積物コアの CT スキャン 

 堆積物コアの堆積相の検討のために実施した肉眼観察及び CT スキャン画像の解析のう

ち、ここでは、GS-UTO-1 コア、GS-UTO-2 コアの CT スキャン画像をそれぞれ図７、図８に

示す。CT スキャンは、国立研究開発法人産業技術総合研究所が所有する 64 列マルチスラ

イス CT 装置 Supria Grande（株式会社日立製作所）を使用した。 
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図７ GS-UTO-1 コアの CT スキャン画像 
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図８ GS-UTO-2 コアの CT スキャン画像 
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ii）堆積物コア観察に基づく地質柱状図の作成 

 肉眼観察及び CT スキャン画像の解析に基づいて、堆積物コアの堆積相を検討し、GS-UTO-

1 コア及び GS-UTO-2 コアの地質柱状図を作成した（図９）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

GS-UTO-1 

（低下側） 

GS-UTO-2 

（隆起側） 
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図９ GS-UTO-1 コア（左）及び GS-UTO-2 コア（右）の地質柱状図 
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iii）14C 年代測定値に基づく堆積速度の検討 

 14C 年代測定値に基づく堆積速度の検討に際して、令和元年度に取得した 14C 年代測定値

について最新の暦年較正データに基づく年代較正を行なった（表１）。暦年較正に際して、

暦年較正プログラム OxCal（Version 4.4； Bronk Ramsey, 2009）を使用し、較正年代は

2σ（95.4%）の範囲および最大の確率値を示す年代で示した。内湾堆積物から産出した貝

化石から得た放射性炭素年代の暦年較正では、較正曲線には Marine 20（Heaton et al., 

2020）を使用し、海洋リザーバ効果の地域差ΔR は 0 とした。堆積物バルク試料から得た

放射性炭素年代の暦年較正では、較正曲線には IntCal 20（Reimer et al., 2020）を使用

した。 

これらの結果及び地質柱状図に基づき、地層の年代・層序の推定を行った（図 10，11）。な

お、堆積曲線の作成および堆積速度の推定の際には、最大の確率値を示す較正年代を使用

した。圧密の効果については考慮していない。 

 

 

表１ 海上ボーリングコアから採取した試料の AMS14C 年代測定結果 

 

 

 GS-UTO-1 コア及び GS-UTO-2 コアの観察に基づく堆積相及び年代測定結果から、両コア

に分布する地層を上位のものより、ユニットＡ〜ユニットＥに区分した。このうち、両コ

アに分布するのはユニットＡ及びユニットＢである。一方、ユニットＣは断層北側（相対

的沈降側）の GS-UTO-1 コアにのみ、ユニットＤ及びユニットＥは断層南側（相対的隆起

側）の GS-UTO-2 コアにのみ分布する。図 10 及び図 11 の左側に示すように、ユニットＡは

沖積層、ユニットＢは沖積基底礫、ユニットＣは上部更新統、ユニットＤは火砕流堆積物

（軽石を多く含む：阿蘇４火砕流堆積物（Aso-4 テフラ：85～90 ka (ka：千年前)；町田・

新井，2003）の可能性がある）、ユニットＥは更新統（中期更新世以前）と解釈した。また、

図の右側にユニットＡの堆積曲線の予察的結果を示す。令和３年度には、14C 年代の追加測

定及び火砕流堆積物（ユニットＤ）の火山灰分析を行い、各ユニットの年代値、年代曲線、

対比の改善を行う予定である。 
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GS-UTO-1 

（低下側） 

A: 「沖積層」 

・上部〜内湾堆積物 

・下部〜河口堆積物 

B: 「沖積基底礫」 

・網状流路／チャネル 

C: 「上部更新統」 

・内湾堆積物 

図 10 GS-UTO-1 コアの層序（左）及び堆積曲線（右） 
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GS-UTO-2 

（隆起側） 

A: 「沖積層」 

B: 「沖積基底礫」 

D: 「火砕流堆積物」 

・〜Aso-4? 

E: 「更新統」 

・中期更新世以前？ 

図 11 GS-UTO-2 コアの層序（左）及び堆積曲線（右） 
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iv）堆積物コアの堆積相と音波探査記録における音響層序との関係 

 上記 i）〜iii）に基づいて、堆積物コアの堆積相と音波探査記録における音響層序との

関係を検討し、予察的な断層周辺の地質構造解釈図（地質断面図）を作成した（図 12）。こ

れによると、ユニット境界は探査記録の顕著な反射面と対応しているように見える。また、

布津沖の断層を挟んで沖積基底礫層とみられるユニットＢ基底面に 50 m 程度の北側低下

の落差が認められる。今後、ユニット A/B 境界面の形成年代の推定及びユニットＤ（火砕

流堆積物）の同定・対比を進めることで地質解釈図（地質断面図）を改善し、信頼度の高

い活動性の検討が可能になると考えられる。 

 

図 12 既存の音波探査記録の再解析イメージの解釈による音響層序と堆積物コアの解析

に基づく層序から推定される布津沖の断層を横断する地質解釈図（地質断面図） 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

 本年度は、令和元年度に海上ボーリング調査により取得された堆積物コアを対象として、

肉眼観察による岩相解析、CTスキャン画像解析に基づく断層近傍の堆積層及び層序の検討を

行った。また、令和元年度に実施した14C年代測定結果を用いて堆積速度を検討した。さらに、

既存の音波探査記録の再解析イメージに基づいて、音響層序を検討した。以上の結果に基づ

いて、音響層序と堆積相の関係を検討し、断層を横断する予察的な地質解釈図（地質断面図）

を作成した。令和３年度には、14C年代測定や火山灰分析等を充実させることにより、地質解

釈図（地質断面図）を改善し、活動性の検討を行う。さらに、断層低下側の堆積物コアの詳

細な解析を令和２年度に引き続き行い、活動履歴に関するデータの取得を目指す。 
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